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1．はじめに 

近年，日本における成長社会から成熟社会への変
革は，社会の構成要素である建設構造物にまで影響を
及ぼし，求められる建造物が，多様化し，複合化する
ようになった．特に，成長社会においては，止めども
なく発生する課題を，効率的に，数多く解決すること
が重要であったが，成熟社会では，専門技術者が社会
のニーズの中に入り込み，自らの課題を見つけ出し，
タイムリーに解決していくことが重要となってきてい
る．こうした社会にある潜在的なニーズの掘り起こし
とその実現化のためには，これまでの概念から離れた
新しい価値観の創造に繋がるようなことが求められる
ようになってきている．本書では，社会の構造的な変
化の中で，鉄道や道路やエネルギー関連施設で活用さ
れてきた地下空間の構築技術の新しい展開として，近
年，日本国内に計画されている国際リニアコライダー
計画 1)2)（図-1）の地下空間利用について紹介する．
 本計画は，2013 年のノーベル物理学賞受賞に繋が
ったヒッグス粒子の発見に続き，宇宙の起源と宇宙の
創造と終焉の解明，宇宙のダークマターやダークエネ
ルギーの同定や解明に繋げるために，国際純粋・応用
物理学会が，現在，強く推し進めているものである．
後述する技術設計書(TDR：Technical Design Report)3)

の段階までは，幾つかの機会
4),5)

を捉えて紹介して
きたため，本書では，全体計画を概説した後に，主に，
TDR 以後の検討課題 6)と対策案について論じること
とする． 

図-1 国際リニアコライダー計画のイメージ      

 

2．国際リニアコライダー研究施設 1) 

2004 年，IUPAP(International Union of Pure and Ap
plied Physics)は,世界で一つの電子陽電子衝突型の将
来加速器計画として国際リニアコライダー(ILC: Inter
national Linear Collider)計画を推進することを決定し
た．そして，国際設計チームとして GDE(Global Desi
gn Effort)が組織され，100 を越える研究機関や大学が
結集して，ILC に関する研究開発や施設の調査研究を
実施し，2007 年に概念設計書(RDR：Reference Desig
n Report)

,7)
を，2012 年末には TDR3)を取りまとめた．

これを機会に，ICFA(International Committee for Futur
e Accelerator)の下部組織として，LCC(Linear Collider 
Collaboration)が新設され，CERN(欧州原子核研究機構，
European Organization for Nuclear Research)が推進す
るもう一つの直線型加速器構想(CLIC)と ILC の研究
グループが協力して，今後の直線型加速器(Linear Col
lider )とその測定器の研究を実施することとなった．
そして，永年にわたって各国からの提案や調査結果な
どを検討した結果，2013 年，LCC は，日本の北上山
地内の岩盤空洞が ILC の建設地として最も相応しい
と判断した

8)
． 

図-2 に ILC 施設の概念図を示す．この研究施設で
は，生成した電子とその反物質である陽電子は，まず，
ダンピングリング内部で運動の向きが整えられる．つ
ぎに，電子と陽電子は，主直線加速器（メインライナ
ック）トンネルの両端に送られ，その後，加速しなが
ら中央部に向かって進んで行く．そして，光速近くま
で加速された電子と陽電子は，施設中央部のホール内
に設けられたディテクター（検出器）の中で，衝突さ
せられる．このとき，両者は完全に消滅して，宇宙誕
生とされるビッグバンから１兆分の１秒後の世界と同
じエネルギー状態となり，その時に宇宙を支配してい
た基本的な法則や未知の素粒子が現れては消える不思
議な現象を再現できることになる．このエネルギー状
態を調べることで，宇宙と素粒子の基本的な法則を探
ろうとしている．この実験過程の中で，光速レベルに
まで加速された電子と陽電子は，衝突確率を高めるた
めに，各ビーム幅をナノオーダにまで絞り込んだ後に，
中央部のディテクター内でお互いを衝突させることに
なる．この加速された電子・陽電子ビームは，周辺環
境に影響を受け易く大気圧，気温，潮汐，列車や自動
車や工場などの振動などの影響までも極限までなくす
必要があるため，安定した岩盤内に加速器を設置しな
ければならないとされている．一方で，この研究施設
は，世界中から多くの人材が集まる素粒子物理学の研
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究拠点となり， 研究者とその家族だけで約 1 万人が
集う都市を創生する．ここでは，日本の既存社会と世
界の宗教・文化・習慣を持つ人が融合し，これまでに
なかった新しい都市モデルが形成されることになる． 

 

図-2 ILC 施設レイアウト 
 

3．ILC 施設計画の概要 

 

3.1 ILC 研究拠点を核とした国際科学技術研究圏域の
コンセプト 9) 

 ILC 研究施設を核とした国際科学技術研究圏域は，
図-3に示すように，5つの要素（科学・技術・情報・
交流・生活）を条件とする「世界の頭脳が集積し最先
端の科学創造と技術革新を先導する圏域」及び「世界
の人々が集い豊かな自然環境のもとで生活・交流する
多国文化共生圏域」の2つの創生コンセプトを持って
いる．また，東北の社会基盤ストックを有効に活用し，
新たな社会基盤投資を可能な限り抑制した多国籍共生
により世界最先端の科学創造と技術革新を先導する圏
域（マルチナショナル・サイエンスシティ）を創生す
る計画である． 
 

3.1.1 国際科学技術研究圏域の構成範囲 

 本国際科学技術研究圏域は，つぎの3つの範囲から
構成される． 
(1)「中心範囲」 
 国際科学技術研究圏域の機能・空間両面での中心的
な役割を担う地域を「中心範囲」と呼ぶ．「中心範囲」
は，つぎのような 2つのエリアから成り，世界からの
研究者や家族の生活行動ニーズ，効率的な圏域整備を
重視して，「中核研究拠点」を中心とする概ね半径 1
5～20km，自動車移動 30～40 分の地域を想定してい
る． 

➀最先端科学技術エリア･･･ILC の主要加速器実験
施設，ILC 国際研究所や世界の研究機関のオフ
ィスからなる地域 

②国際交流生活エリア･･･世界からの研究者・家族
の住宅，世界の人々の生活に必要な国際的サー
ビス施設などの立地を促す地域 

(2)「中域交流範囲」 
 「中心範囲」の後背地域としての機能を補完・強化
する役割を担い，人・物資・情報の移動や集積が行わ
れる地域を「中域交流範囲」と呼ぶ．ここでは，盛岡
から仙台に至る南北の地域，西の奥羽山脈から東の沿
岸都市（宮古，釜石，大船渡，気仙沼等）に至る東西

を包含した地域で，つぎのような機能を想定している． 
➀学術研究機関（東北大学等）や高度技術産業
（自動車産業等）との ILC 研究施設を活用し
た研究を通じた連携 

②ILC 研究に関連した設備や資機材の（港湾を活
用した海運も含む）輸送による連携 

③高次生活サービス機能（高度救命救急医療，買
回品の物販等）やスポーツ・レジャー機能（プ
ロスポーツ観戦，スキー，ゴルフ等）など，研
究者やその家族への生活環境の提供 

(3)「広域連携範囲」 
 新潟県を含めた東北全域を対象に，ILC の研究活動
との科学技術面での連携可能な東北の理工系大学や先
端技術産業が集積し，連携可能な地域（連携範囲）と
して「広域連携範囲」を想定している． 
 

3.1.2 ILC 研究拠点を核とした国際科学技術研究圏域
の建設と活動による経済波及効果 

 ILC 研究拠点の建設（10 年）と運用（20 年）によ
り発生する全国ベースの経済波及効果は，非常に大き
く，生産誘発額で約 4.3 兆円，誘発雇用者数で約 25
万人（年平均で約 8,300 人）になると推計されている．
ILC 研究拠点は，加速器分野における科学技術の高度
化だけでなく，「利用者(ユーザー)産業」と「供給者
(サプライヤー)産業」の双方において，技術・産業イ
ノベーションをもたらすことも期待されている． 

  
図-3 日本における国際リニアコライダー計画の建設地点 7) 

 
 今後，ILC 研究に関連した加速器分野の技術革新
によって，素材産業，自動車産業，電気電子産業など
の東北における「利用（ユーザー）産業」だけでなく，
重電産業，機械産業，建設土木業等の「供給（サプラ
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イヤー）産業」においても，技術・産業イノベーショ
ンが進展することになり，これらを起爆剤にして．裾
野が広く，多様な産業にまでさらに拡大していくこと
が見込まれている．さらに，ILC に関連した研究開発
から派生する技術に触発されて域内の産業技術力向上
にも資することも期待されている．そして，その国際
研究推進拠点の整備と充実を，現在進行中である東北
の復興に組み入れることで，両者の相乗効果がさらに
高まるものと考えられている．こうした期待から，東
北地方では自治体，産業界，経済界，関連する企業，
地域などが一丸となって，ILC 計画の実現を切望し，
推進しようとしている． 

 

4．ILC 研究施設計画と地形・地質 

 図-4 に ILC 計画の地下空間を利用した研究施設の
レイアウトを示す．本施設は，次の3つが中核を占め
ることになる． 

➀加速器を設置するメインライナックトンネル
（主線形加速器トンネル） 

②生成された電子や陽電子の流れを調整するため
のダンピングリングトンネル 

③加速された電子と陽電子を衝突させるディテク
ターホール（検出器ホール） 

 

図-4 国際リニアコライダー計画の地下構造物の概要 

 

これらの主要施設は，実験中に気候や気温や人工振動
（通行車両や工場や交通など）の影響を受けないよう
に，土被りが25から600m程度の地下深くに線形に設
置される．このため，地表面からのアクセスなどのた
めに，メインライナックトンネルやダンピングリング
トンネルに取り付ける9本の斜坑とディテクターホー
ルとその周辺に設置される2本の立坑が予定されてい
る．そして，これらの斜坑や立坑は，研究者や技術者
の出入りだけでなく，地下空間構築や実験や保守点検
中のための資機材や装置の入搬出，これに関連した重
車両の入退場，電気・水道・ガス・空調や実験装置の
冷却などのサービス，さらには，火事や事故などの救
急時の対策や避難などの緊急対策に活用されることに
なる，また，トンネルの二次覆工背面に設置された防
水シートで遮水された地下水は，一旦，アクセスホー

ル付近に設けられた集水ピットに集められて，斜坑や
立坑を通じて坑外に排出されることになる．こうした
活用を考えて，特に，斜坑となるアクセストンネルと
メインライナックトンネルとの接合部には，断面が大
きく入り組んだアクセスホールの設置を予定している． 

 

4.1 地形概要 

 北上山地は，南北 250km，東西 80km におよぶ非火
山性の山地である．尾根には定高性があり，起伏が小
さくなだらかな高原状地形を示し，隆起準平原とされ
ている．東北日本弧には構造性盆地が発達するが，北
上山地には見られない．また，全体的に大規模な河川
はなく，川沿いの谷は概して幅広くゆるやかである．
このうち ILC の建設予定地点（図-5）は，北上山地
の南部にあたり，ルートから約 10～20km の位置に一
関市，奥州市水沢区，同平泉，同江刺区と続いている． 

 

図-5 ILC 研究施設の建設予定地点 

 

地形の特徴としては，人首地区から鳥海川沿いに続く
帯状の地形と沖田地区から藤沢町に続く”しずく状の
地形”が上げられる．これらの地形は，人首深成岩体，
千厩深成岩体に属する花崗岩類の分布地と一致してお
り，花崗岩体の周囲が貫入時の接触変成作用により硬
質なホルンフェルスとなっているため，風化の進みや
すい花崗岩体を縁取るような地形を形成している．IL
C 計画地点の西側は，北上山地の西縁となる北上川が
北から南に向けて流下しており，計画地内の河川はこ
の北上川の支流であることが多いため，大部分の河川
は蛇行しながらも東から西に向けて流れている．ILC
の計画地沿いでは，標高 700～900m の山体が多く形
成されている．花崗岩類からなる山体は，阿原山が最
も高く標高 782m である．そのほかは，標高 400～50
0m 程度の山体が見られる程度で，全体になだらかな
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高原状の地形となっている．花崗岩類の周囲は熱変成
が進んだ中・古生層が分布しており，標高 700～800
m の山体が多く存在する．北から，天狗岩山（標高 7
75m），蓬莱山（標高 788m），徳仙丈山（標高 712m）
などで，この付近の最高点となる室根山（標高 895m）
は古生層や折壁複合深成岩体に岩脈群が貫入して形成
されている． 

 

4.2 地質概要 

 北上山地は，主に古・中生代の堆積岩類とそれに貫
入する白亜紀の花崗岩類からなる．地質的には盛岡か
ら釜石に位置する北西―南東方向の早池峰構造帯を境
にして，北部北上山地と南部北上山地に分けられ，IL
C の計画地は，このうち南部北上山地に含まれる．北
部北上山地に分布する地質は，西側の葛巻－釜石帯と
東側の安家－田野畑帯に分けられるが，いずれもチャ
ート等の異地性岩体を含む中・古生層を主とするのに
対して，南部北上山地の地質は先シルル系を基盤岩と
して浅海性の堆積岩が分布している．そして，これら
の地質に花崗岩を主とする深成岩体が多く併入する．
図-6 と図-7 に示したように，ILC の地下空洞は，南
部北上山地の南西部に接しながら続く人首深成岩体，
千厩深成岩体および折壁複合深成岩体を掘削すること
になり，50km まで施設延長した場合，南側の一部で
中生代三畳系にあたる稲井層群に至ることになる．花
崗岩を取り囲む地質は北側でより古い地質が露出して
おり，宮守，母体付近で当地区の基盤岩となる先シル
ル系の塩基性岩類や変成岩類が見られ，その南側で人
首深成岩体，千厩深成岩体に接して石炭系が分布する．
そして，この石炭系と人首深成岩体および折壁複合深
成岩体を取り囲むように二畳系が見られ，その南側に
稲井層群などの泥岩，砂岩およびその互層から成る三
畳系が分布している． 
こうした地質に対して，地下空間建設のために実施

された工学的な調査試験結果を整理すると次のように
なる．図-8 に，メインライナックトンネルの計画断
面での速度検層結果を示す．人首深成岩体は，ボーリ
ング孔で熱水変質の影響や長石の風化を受ける場合が
見られるものの，速度検層結果の P 波速度は 4.8km/se
c 以上であり，一軸圧縮強度は 150MN/m2 前後の値
を示している．また，千厩深成岩体では，屈折法地震
探査，速度検層やコアの超音波測定の結果，P 波速度
は 5～6km/sec であり，一軸圧縮強度は 100～150MN/
m2 程度の値になっている．折壁複合深成岩体や折壁
複合深成岩体など，今後の調査結果を待つ必要がある
ものの，現状では，硬質で，健全な花崗岩類（稲井層
群での中古生代の堆積岩）をトンネル掘削することに
なると予想されている．特に，人首・千厩岩体では，
石英閃緑岩よりも石英の含有が多いトーナル岩が主体
との報告も有り，トンネル掘削中の削岩機のロットや
ビットの損耗が激しくなることが懸念される． 
また，一部区間で，玢岩の貫入や風化によって，脆
弱な地山や突発的な湧水に遭遇する可能が残されてい
る．このため，トンネル施工に際して，急変する岩質 

 
図-6 ILC 施設の建設地点の地質分布 

 
変化や突発湧水に対応できるように，事前に，備えて

図-8  ILC 施設の建設地点の弾性波分布 

図-7  ILC 施設の建設地点における地質概要とトンネル土被り 
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おくことが肝要であると考えられている． 
 

5．ILC 計画の地下施設 

5.1 メインライナックトンネル 

 メインライナックトンネルは，現在，図-9 に示す
ように，吹き付けロックボルト工法によって掘削する
かまぼこ型断面で計画されている．トンネル断面の中
央に設置するコンクリート製の隔壁によって，つぎの
ような二つの空間に区画されている． 

①加速器空間･･･超伝導加速器（クライオ・モ
ジュール）を設置 

②高周波装置空間･･･加速器へ高周波を供給す
るクライストロンや電源機器などを設置 

中央隔壁は，ビーム運転によって発生する放射線
を遮蔽することを主目的としている．このため，ビー
ム運転中でも高周波（Radio Frequency，以後 RF）機
器のメンテナンスのために人が立ち入ることができる
というメリットを有すことになる．さらに，万が一の
火災やヘリウムガスのリーク等の災害時には，この隔
壁によって，片方の空間が避難路となり，施設の冗長
性を確保することが可能となる．このトンネル構造は，
大深度地下空間となる ILC 施設にとって宿命的な課
題とも言える防災機能の向上に大きく寄与するものと
位置づけている． 

 

図-9 メインライナックトンネル断面 

 

5.1.1 中央隔壁とトンネル断面 

 こうした基本設計段階の考えに対して，コスト削減
の可能性を検討する目的で，ビーム運転中のメンテナ
ンスを無くした場合を想定して，図-10 のようなメイ
ンライナックトンネルを検討した． 

 中央隔壁の厚さの変更によって，基本設計では 65
㎡であったメインライナックトンネルの掘削断面積は，
62～60㎡に減少し，建設費は，2割程度削減できる．
中央隔壁の厚さや有無に関しては，単なる構造上の問
題だけでなく，今後の実験やメンテナンスの作業手順
と施設の安全管理上のスキームとも関連する事になる．
このため，結論に関しては，費用対効果だけでなく，
安全や安心を含めた幅広い観点から判断が必要になり，
今後の詳細検討の結果を待つ必要がある． 

 

図-10 メインライナックトンネル断面と中央隔壁の変化 

 

5.1.2 インバートコンクリート 

  メインライナックトンネルは，主に，新鮮で健全
な白亜紀の花崗岩類を掘削することを想定しているた
め，これまでインバートコンクリートの検討を十分に
していなかった．しかし，千厩岩体，人首岩体，折壁
岩体のそれぞれの境界付近や玢岩の貫入箇所や地表面
付近では，亀裂帯や熱水変質帯や風化帯に遭遇する可
能性が高い．そして，不良岩体をトンネル掘削する場
合，遭遇時に敏速な対応が出来るように，事前に，掘
削方法や支保パターンを準備しておくことが重要であ
る．こうした背景を受けて，検討したインバートコン
クリートの適用について，隔壁厚さ 2.5m の場合を例
にして紹介する．トンネル構造物は，掘削後，地盤内
の応力再配分やプレートテクトニクスなどの影響で，
さまざまな応力再配分挙動（後荷現象と呼ばれている）
が生じることになる．基本設計されたメインライナッ
クトンネルの覆工コンクリートでは，作用荷重が増加
すると，覆工コンクリートの脚部の地盤だけで抵抗す
ることになり，その部分の地盤の強度が小さい場合，
支えきれないことになる．一方，底盤コンクリートは
地盤の上部に置いてあるだけの状態であり，底盤を押

図-11 メインライナックトンネルのインバートコンクリート 
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し上げるような変位挙動に対して，抵抗する構造にな
っていない．このため，鉛直方向の作用荷重の増加に
関して，抵抗力が小さい構造形式になっている．これ
に対して，覆工コンクリート脚部の応力集中を分散さ
せて，より広い範囲の地盤で作用荷重を支えることが
できるように，インバートコンクリートの上に覆工コ
ンクリートを載せる．また，作用荷重を支えるために
発生している覆工コンクリートの軸力を，極力，イン
バートコンクリートに（せん断力ではなく）軸力とし
て伝わるような構造にする．この場合，想定される作
用の大きさによって，脚部を丸くしたり，インバート
コンクリートの形状を円形にすることになる．こうし
た考えから，図-11 のようなインバートコンクリート
が想定されている． 
 

5.2 ディテクターホール 

 電子と陽電子を衝突させ，その後のエネルギー状態
を観測するディテクターホール（図-12,13）は，幅 25
m，高さ 42m，延長 108m の弾頭型の地下空洞であり，
ホールの底面から 10m 程度の高さの位置に直交する
ようにメインライナックトンネルが設置されている． 
ホール内には，観測精度を高めるために，ILD（国際
大型測定器，重量約 15,000t）と SiD（シリコン測定
器，重量 10,000t）の 2 種類の違った方式のディテク
ターが設置される．そして，この2種類のディテクタ
ーをお互いに入れ替えて，同じ現象を観測することに

なるため，ホール内には，メインライナックトンネル
を挟んで，アルコープと呼ぶディテクターの設置やメ
ンテナンスのためのスペースが設けられ，ディテクタ
ーや周辺機器装置の揚重のために，天井クレーン（25
0t×2機）が設置される． 
ディテクターはコンクリート製のエアパレット(D:20
m,W:20m,H:3m)上に設置し，パレットごと移動する
ことになる．アルコープは，移動されたディテクター
を挟んでホールの両側面に合計 4箇所設置される．ア
ルコープの空洞寸法は，幅 20m，高さ 18～20.5m，延
長12.5mである． 

 
図-12 ディテクターホールと周辺施設の鳥瞰立坑 

 

5.2.1 ディテクター立坑 

 基本設計では，斜坑でディテクターホールへアクセ
スすることとし
ていた．このた
め，アクセス斜
坑の搬入限界と
運搬能力の関係
から，ディテク
ターの大部分は
坑内で組み立て
ることになる．
これに対して，
ディテクターホ
ール直上に立坑
（内空直径φ18
m）を建設した
場合，ディテク
ターは，地上の
組み立てホール
で組み立てられ，
完成後に，地下
のホールに下ろ
されて，設置す
ることになる．
この立坑方式で
は，地下空間構

築工事や組み立
てホールの空間図-13 ディテクターホールとその周辺 
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的な制約を受けることがなく，ディテクターを組み立
てることができ，地下のディテクターホール内で組み
立て作業は，必要最小限度とすることができる．この
ため，ディテクターの組み立て工事と地下空間構築工
事とが，互いに影響を受けることなく，個別に実施す
ることができるようになる．また，地下のディテクタ
ーホールは，組み立て作業を考えることなく，ディテ
クターの設置と実験と保守点検に必要な空間として設
計することが出来る．こうしたメリットを享受するた
めには，基本設計段階の地質調査結果に基づいて計画
していた土被り 240m でのディテクターホールを如何
に浅い地点で建設できるかという問題に帰着すること
になる．その後の現地の地形・地質調査を実施，検討
した結果，土被りか浅いディテクターホールの建設可
能地点を見つけ出すことができた．この地点で，改め
て ILC 施設建設の工事計画を見直した結果，図-14 の
ような立坑案が計画された．この案では，当初の斜坑
案に比べて立坑の建設工期がやや長くなるものの，ア
クセス坑は，立坑の施工のために9ヶ月ほど工期が長
くなるが，ディテクターの組み立て工事とディテクタ
ーホールの建設工事が短くなり，当初計画より1割以
上の工期短縮を図ることが可能となった． 

 

5.3 ビームデリバリーシステム（BDS） 

 BDS は，メインリニアックの終端部から受け継い
だ電子と陽電子ビームを，目標ルミノシティが得られ
るまでビームサイズを絞り込んでから、衝突点に送り
込むための最終段階にある重要な加速器である． 

 

図-15 統合型BDS トンネル 

また，ビームを輸送する機能以外にも，リニアックか
らのビームハロを除去してディテクターのバックグラ
ウンドを最小限にする役割および衝突前後のビームパ
ラメータを精密に測定する役割など，多岐に渡る重要
な機能を有している．基本設計段階では，サービスト

図-14 ディテクター立坑と坑外仮設 
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ンネル(H:4m,W:4.5m,A:21.90 ㎡)とBDS ビームトンネ
ル(H:5m,W:8m,A:41.85 ㎡)の 2 本に分けて計画されて
きたが，現在，図-16 に示すように，メインライナッ
クトンネルと同様に厚さ 1.5ｍのコンクリート隔壁で
仕切られた幅 12ｍ程度の一本のトンネルに集約でき
るかどうかの技術検討を開始されている． 

 

5.4 ダンピングリングトンネル 

 ジェネレータで生成された電子と陽電子ビームは，
一旦，ダンピングリング内でエミッタンスを低減し，
整えられた後に，ライナックへ送り込まれる．このと
き、ダンピングリング内は、各ビームは反対方向に周
回するように，一つのトンネル内に電子リングと陽電
子リングが2層に設置されている．ダンピングリング
トンネルは，図-15 に示すように，半径約 290m の急
曲線を有する延長約 3.2km のレーストラック形状を
している．そして，縦断線形は，基本的に全周ジオイ
ド面に沿った線形となる．また，ダンピングリング内
には幅 10m，長さ 50m ほどの冷却設備横坑が 4 か所，
避難用横坑が4か所計画されている．直線部のトンネ
ル断面は，メインライナックトンネルと同じであり，
覆工コンクリートが施工され，湧水に対して適切な防
水・排水構造を構築することが求められている． 

5.5 アクセス施設（斜坑，立坑） 

 地下施設と地上施設を連絡するアクセストンネルと
しては，つぎの 4種類が計画されている． 

1) メインライナックトンネルへのアクセス斜坑：
内空幅 8m，高さ 7.5m，勾配 10%以下で，約 5k
m 間隔にメインライナックトンネルと直交する
ように設置（合計8本） 

2) ダンピングリングトンネルへのアクセス斜坑：
メインライナックトンネルへのアクセス斜坑と
同断面 

3) ディテクターホールへのアクセス立坑（ディテ
クター立坑）：内空幅18m，高さ70m 

4) ユーティリティホールへのアクセス立坑（ユー
ティリティ立坑）：内空幅10m，高さ100m 

アクセストンネルは，ILC 地下施設群と地上を連絡す
る通路となるため，建設時の施工性，機械・装置類設
置時の作業性，さらに維持管理上の経済性を総合的に
判断して平面・縦断線形，内空断面，仕様，接続方法
等を検討して決定した．そして，経済性を考慮して，
アクセストンネルの仕上げには吹付けコンクリートを
用いた支保構造の採用を想定している． 
 

5.6 アクセスホール 

 メインリニアックトンネルの約 5km おきに設置さ
れるアクセストンネルとの交点部には，内空幅 20m，
高さ 13m，延長 180m のアクセスホールを設置する．

このホール内には，図-17 に示すように，ヘリーム用
コンプレッサ(41m)，電源設備(30m)，配管装置(10
m)，冷却水装置(20m)，コールドボックスやヘリー

図-16 ダンピングリングトンネルと周辺施設 
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ム用タンク(51m)を設置する予定である．また，メイ
ンライナックトンネルとの接合部には，トンネルの両
端に幅 15m，高さ 15m，長さ 41m の小空洞が設けら
れ，トンネル内の RF 装置等に繋がる機器が設置され
る．現在、更なる安全性と維持管理作業の効率性の向
上を目的にヘリウム冷却機器（Cryogenics）の配置計
画の見直し作業が進められており，地上への移設が適
当と判断されれば，このアクセスホールの空洞延長は
半分程度に縮められることになる。 
 

6．ILC 計画の概略工程 

 ILC 計画の地下空間施設建設とその計画設計の概略
工程を図-18，図-19 に示す．現在（2015 年），基本
設計が終わった段階にあるが，ILC 計画の承認を待っ
て本研究施設の建設と研究推進の中核機関となる ILC
研究所を設立して，本計画の実現に向けて本格的な活
動を実施することになる．しかし，当面，全体計画の
速やかな遂行を目的にして，ILC 準備研究所が中心に
なって，出来る範囲の作業を進めることになる．当該
地域では，2005 年以降，地形や地質の調査を 7 回実
施し，ILC の地下空間施設の概念から基本設計を実施
してきた．今後，詳細設計から実施設計を実施して，
地下空間施設のコストも含めた設計仕様を煮詰めて行
くことになる．そして，その設計計画に基づいて，建
設工事が開始される．特に，現在，地下空間の設計と
建設工事に，13 年掛かると見積もられているが，地
下空間は地上構造物と違い，事前に設計条件を完全に
確定できない．このため，地下空間建設は，計画・設
計・施工の各段階毎に，工期短縮やコスト削減を進め
る必要がある．この意味で，クリティカルになる項目
を事前に抽出し，できる限り，事前に対応しておくこ
とが重要とされている． 
 例えば，広域に渡る地下空間建設に関しては，計画
時の環境アセスメントが重要な事項で，最低でも3年

掛かり，場合によって
は，さらに多くの日数
が必要になる．このた
め，環境アセスメント
や関連する調査を早い
時期に進める必要があ
る．また，大規模な地
下空洞となり，構造的
安定性の確保のために
更なる構造的設計が必
要なディテクターホー
ルの頂設部分に調査坑
を施工して，環境アセ
スや大空洞の詳細設計
に必要な調査・試験を
原位置で実施する．そ
して，その結果を用い
て，長期的安定が確保
されながらも経済的な

支保形式や空洞形状の構造設計を行う．さらに，工事
が輻輳し，全体工事のクリティカルになると懸念され
ているディテクター立坑の底部でのズリ出し用の作業
坑として活用することによって，全体工事の進捗が著
しく改善されることになる．このように，現時点でも
検討できることが多くあり、全体工程を勘案しながら，
工期短縮や工事費の削減に向けて，施策を立案し，実
施していくことが重要であると考えている． 

 

図-18 ILC 計画の地下空間施設建設に関する概略工程 

 

 

図-19 ILC 計画の地下空間施設建設の計画設計に関する概略

工程 

図-17 アクセスホール 
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7．おわりに 

日本における地下空間は，従来，世界的にも多く
の施設開発がされてきたが，その活用は，道路，鉄道，
発電所，上下水道などのインフラ関連施設に限られて
きた．そして，それらの地下空間施設は，事業者毎に
独自の設計手法や指針を作って，計画施工が実施され
てきた．一方，近年，地下河川や貯水槽，地下備蓄基
地などの新しい施設 10)，さらには，美術館

11)
や食物

貯蔵倉庫などのような建築物にも活用されるようにな
ってきている．こうした地下施設は，事業者が同じよ
うな施設を繰り返し建設する事が少ない．また，基本
的には，事業者が独自の設計・施工指針を持つことが
少なく，例えば，監督官庁の安全基準や建築基準法 1

1)などを基にして安全審査を受けて，設計・施工を実
施することになる．これらと同様に，ILC 計画は，こ
れまでになかったような構造形式や構造機能が求めら
れるようになってきている．さらに，同じような地下
空洞を施工したことがなく，関連する情報がほとんど
整わない状況で計画が進められる状況にあった．こう
した中で，世界的にも珍しく特殊な地下空間となる I
LC 研究施設を実現させるために，日本の産官学に属
している現役の岩盤工学のエキスパートが，ボランテ
ィア活動として，さまざまな立場や分野の事業目的で
研究開発してきた世界に誇る我が国の地下空間構築技
術を集約させて，最適な組み合わせで，本研究施設の
建設に活用出来るようにしたいと考えて，“国際リニ
アコライダー（ILC）施設の土木工事に関するガイド
ライン”12)をまとめた．海外の研究者や技術者からは，
このガイドラインの技術的な内容もさることながら，
いろいろな事業分野の産学官の研究者や技術者が、一
堂に会して、このようなガイドラインをまとめ上げた
こと，いわゆる日本特有の"和の精神"こそが，日本に
おける ILC 建設の一番の魅力になると評価を受けて
いる． 

ILC 計画は、今後、広範囲で研究開発されてきた技
術を活用して、より高品質で、経済的な計画になるよ
うに、基本設計の見直しを図ることになる。そして、
ここで集約された技術は、他の既往の地下空間利用施
設にもフィードバックされ、品質の向上や経済性に役
立てられることになる。一方で、ここでの地下空間構
築技術が、さらに高められれば，周辺環境へのインパ
クトが少ないだけでなく、その特性でもある遮断性、
気密性、断熱性によって施設運用時のエネルギーコス
トの削減につなげることができるようになる。この意
味で，今後，ILC 計画の地下空間利用施設で研究され，
活用されている技術が，他の施設にも活用されること
によって，日本の地下空間利用の益々の活性化に繋が
ることを期待している． 
最後に，ILC 計画の地下空間施設のこれまでの具

体的な計画・設計は，ILC 計画に関係する産官学の科
学者や技術者だけでなく土木学会の岩盤力学委員会と
トンネル工学委員会や先端加速器科学技術推進協議会

からの強力な支援の賜で有り，ここで改めて謝意を表
したい． 
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